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【調査結果の概要】

１ 産地直売所の年間販売額

(1)

　
(2)

　

平成19年農産物地産地消等実態調査

本統計結果で使用している統計表は、以下のアドレスからデータとしてご利用いただけます。
【http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/ tisanti-zittai2007/tisanti-zittai2007.xls 】

－　産地直売所における地場農産物の取扱いは約７割　－

本調査は、2005年農林業センサス(農山村地域調査)結果の産地直売所のある農業集落から1,861農
業集落を抽出し、その中に所在する全ての産地直売所（2,175直売所（情報収集により把握）うち回答
のあった産地直売所は1,528直売所）について調査した結果を基に推定したものである。

平成18年度の産地直売所の年間販売額(１産地直売所当たり平均)は3,387万円で
あった。

運営（経営）主体機関が市区町村、第３セクター及び農協である産地直売所の年
間販売額は8,870万円で、15年度（7,462万円）に比べ18.9％増となった。

　また、年間販売額に占める地場農産物販売額の割合は74.3％となった。
市区町村、第３セクター及び農協の産地直売所でみると、地場農産物販売額の割

合は69.4％で、15年度（63.8％）に比べ5.6ポイント増となった。

○　本調査の産地直売所は、生産者が自ら生産した農産物（農産物加工品を含む。）を生産者又は生産者のグルー
　プが、定期的に地域内外の消費者と直接対面で販売するために開設した産地直売所を対象とした。具体的には生
　産者又は生産者グループ、市区町村、第３セクター、農協等が運営（経営）し、有人の常設店舗形態の施設で、
　年間又は季節的に営業している直売所とした。
　　なお、平成15年度の調査対象とした産地直売所は、市区町村、第３セクター及び農協が設置し、有人の常設店
　舗形態の施設で、年間又は季節的に営業している直売所とした。
○　地場農産物の範囲は、産地直売所の所在する市区町村及びその同一都道府県内の隣接する市区町村（境界が海
　上の場合は隣接としない。)で栽培、飼育等された農畜産物とした。

注：「その他(不明を含む)」とは、県外産、産地別の判断ができなかった農産物、農産物以外等の販売額をいう。
　　（　）内は年間販売額に占める産地別販売額の割合である。
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２ 産地直売所の利用者の状況

３ 地場農産物取扱数量の動向と今後の意向

４ 地場農産物販売に当たっての課題

地場農産物販売に当たっての課題は、「地場農産物の品目数、数量の確保」が
64.8％で最も高く、次いで「購入者の確保(新規購入者、リピーターの確保)」が

54.8％、「参加農家の確保」が42.3％、「新たな商品・加工品の開発」が35.5％と

なっている。

３年前と比較した地場農産物の取扱数量は、「増えた」が39.4％で高く、「減っ
た」が24.5％となっている。

また、３年後の地場農産物の取扱数量の増減意向については、「増やしたい」が

63.5％で高くなっている。

年間購入者数規模別の産地直売所数割合をみると、「１万人未満」が62.4％で最も

高く、次いで「１万～５万人」が18.9％となっている。また、「10万人以上」は

10.4％となっている。

0 20 40 60 80 100

図３　年間購入者数規模別の産地直売所数割合

全　　　国 １万人未満　62.4

１万～５万人　18.9

５万～10万人　8.3

10万～20万人　6.4

40万人以上　0.7

20万～40万人　3.3

(%)

0 20 40 60 80 100

図４　地場農産物取扱数量の動向と今後の意向

３年前との
増減動向 増えた 39.4

わからない 2.2

変わらない 33.9 減った 24.5

増やしたい 63.5 現状維持 30.4

減らしたい　1.5

わからない 4.5

３年後の
増減意向

(%)

0.9

4.5

5.7

8.5

28.5

35.5

42.3

54.8

64.8

0 20 40 60 80

図５　地場農産物販売に当たっての課題（複数回答）

地場農産物の品目数、数量の確保

購入者の確保(新規購入者、リピーターの確保)

参加農家の確保

新たな商品・加工品の開発

産地直売所及び関連施設の整備・拡充

他の産地直売所との競合関係の改善

同一地域内の商店との競合関係の改善

その他

特になし

(%)

- 2 -



【関連するデータ、情報】

◎関連するデータ

資料：農林水産省大臣官房情報課「平成18年度　農林水産情報交流ネットワーク事業　全国アンケート調査　地産地消に
関する意識・意向調査結果」

◎調査結果の利活用

「食料・農業・農村基本計画」における地産地消の取組は、農林水産業の振興はも

とより、食料自給率向上、食料の安定供給の確保、農山漁村の活性化等を実現するた

めの重要な位置づけとなっている。

本調査は地産地消活動の核となる産地直売所の実態を把握し、農林水産省が設置す

る「地産地消推進検討会」における検討及び「地産地消推進行動計画」の策定、地産

地消による効果測定・分析等に活用する。
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【調査の結果】

１ 産地直売所の経営概況

(1) 産地直売所の経営概況

ア 産地直売所における売場面積及び年間営業日数（ともに１産地直売所当たり

平均）は119.0㎡、196.3日であった。

営業形態別の産地直売所数割合は、通年営業が61.0％、季節的営業が39.0％

であった。

営業形態別の産地直売所数割合を運営（経営）主体機関別にみると、通年営

業の割合は市区町村、第３セクター及び農協が約９割であったが、生産者又は

生産者グループでは約５割となっている。

また、営業形態別の産地直売所数割合を年間販売額規模別にみると、販売額

規模が大きくなるほど通年営業の割合が高くなっている。（詳細は統計表P15

参照）

㎡ 日 ％ ％ ％

全 国 119.0         196.3         100.0         61.0          39.0          

表１　１産地直売所当たりの売場面積、営業日数及び営業形態別産地直売所数割合

営業形態別産地直売所数割合
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イ 年間購入者数規模別の産地直売所数割合をみると、「１万人未満」が62.4％

で最も高く、次いで「１万～５万人」が18.9％となっている。また、「10万人

以上」は10.4％となっている。

購入者の居住範囲別割合は、産地直売所所在の市町村が66.7％で、一般通過

者、観光客等が29.9％となっている。

また、購入者の居住範囲別割合を運営（経営）主体機関別にみると、農協及

び農協（女性部、青年部）では産地直売所所在の市町村が高く、道の駅内に運

営（経営）している割合が高い市区町村及び第３セクターでは、一般通過者、

観光客等の割合が高くなっている。（詳細は統計表P16参照）

0 20 40 60 80 100
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(2) 産地直売所の年間販売額

ア

イ

産地直売所における年間販売額（１産地直売所当たり平均）は3,387万円と
なっている。

これを、運営（経営）主体機関別にみると、農協及び第３セクターの年間販
売額は１億円を超えている。

年間販売額に占める産地別の販売額割合は、地場農産物が74.3％（2,518万
円）、地場農産物を除く都道府県内農産物が6.8％（231万円）を占めている。
（詳細は統計表P17参照）

年間販売額規模別の産地直売所数割合は、「500万円未満」が38.9％で最も

高く、次いで「1,000万～5,000万円」が27.3％となっている。

これを運営(経営）主体機関別にみると、生産者又は生産者グループは「500

万円未満」、市区町村及び農協（女性部、青年部）は「1,000万～5,000万

円」、第３セクター及び農協は「１億円以上」の割合が最も高くなっている。

（詳細は統計表P17参照）

注：「その他(不明を含む)」とは、県外産、産地別の判断ができなかった農産物、農産物以外等の販売額をいう。
　　（　）内は年間販売額に占める産地別販売額の割合である。
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２ 地場農産物の取扱い状況

(1) 地場農産物の取扱い状況

(2) 地場農産物の品目別販売額

ア 産地直売所における地場農産物の品目別販売額（１産地直売所当たり平均）

は、野菜類が1,062万円(42.2％)で最も多く、次いで果実類が427万円

(17.0％)、農産加工品が326万円(12.9％)、花き・花木が224万円(8.9％)と

なっている。（詳細は統計表P18～P23参照）

産地直売所における地場農産物販売額が年間販売額に占める割合は74.3％と

なっている。

これを運営（経営）主体機関別にみると、生産者又は生産者グループが82.4％

と最も高くなっている。

また、年間販売額規模別にみると、販売額規模が大きくなるほど地場農産物の

割合は低下している。（詳細は統計表P17参照）

注：「その他（不明を含む）」とは、県外産、産地別の判断ができなかった農産物、農産物以外等の販売額をいう。

 69.5

 71.5

 68.5

 68.4

 82.4

 73.6

 94.7

 93.0

 86.2

 80.6

 74.7

 72.5

 65.0  9.8

 18.8

 26.6

 22.5

 21.1

 24.8

 13.6

 20.4

 5.4

 9.2

 15.0

 18.9

 20.4

 25.3

 74.3

6.0

6.0

4.6

1.5

 1.5

6.8

4.0

10.4

3.9

4.4

7.1

6.3

6.8

3.9

0 20 40 60 80 100

図11　１産地直売所当たりの年間販売額に占める産地別販売額割合
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イ 地場農産物販売額に占める品目別販売額割合を運営（経営）主体機関別にみる

と、野菜類は各機関で３割以上となっており、特に農協、第３セクターでは約５

割を占めている。また、生産者又は生産者グループは他の機関に比べ果実類の占

める割合が高くなっている。

また、年間販売額規模別にみると、販売金額規模が大きくなるほど、野菜類、

農産加工品、花き・花木の割合が高く、果実類の割合が低くなっている。（詳細

は統計表P22、P23参照）
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図12　地場農産物の品目別販売額（１産地直売所当たり）
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図13　地場農産物販売額に占める品目別販売額割合（１産地直売所当たり）
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３ 地場農産物販売に当たっての取組・課題等

(1) 地場農産物販売に当たっての取組及びその効果

地場農産物販売に当たっての取組では、「朝採り販売」が68.7％と最も高く、

次いで「地場農産物のみの販売」が65.7％、「生産者の氏名、栽培方法等の表

示」が50.8％、「地域特産物（加工品含む）の販売」が45.7％となっている。

（詳細は統計表P24、P25参照）

地場農産物販売の取組に当たっての効果は、「消費者への安全・安心な農産物

の提供」が85.6％で最も高く、次いで「生産者と消費者のコミュニケーションの

促進」が53.0％、「地域農業の活性化」が51.0％、「売上の増加、収入の確保」

が39.5％、「地場農産物の販路の確保」が37.9％となっている。（詳細は統計表

P24、P25参照）
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図14　地場農産物販売に当たっての取組（複数回答）

朝採り販売

地場農産物のみの販売

生産者の氏名、栽培方法等の表示

地域特産物(加工品含む)の販売

特売日、イベント等の開催

高付加価値品(有機栽培品、特別栽培品)の販売

生産者と消費者の交流活動、体験活動等の実施

学校給食・教育機関等への食材の提供

同一地域内に所在する他の産地直売所との連携

地場農産物を原料とする加工場、レストランの併設

その他

特になし
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図15　地場農産物販売に当たっての取組効果（複数回答）

消費者への安全・安心な農産物の提供

生産者と消費者のコミュニケーションの促進

地域農業の活性化

売上の増加、収入の確保

地場農産物の販路の確保

地場農産物（品目、数量）の安定的な提供

消費者への地場農産物嗜好の喚起

流通コストの削減

その他

特になし
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(2) 地場農産物販売に当たっての課題

４ 参加（登録）農家へ実施している栽培に係る営農指導

地場農産物販売に当たって課題は、「地場農産物の品目数、数量の確保」が

64.8％で最も高く、次いで「購入者の確保(新規購入者、リピーターの確保)」が

54.8％、「参加農家の確保」が42.3％、「新たな商品・加工品の開発」が35.5％

となっている。（詳細は統計表P26、P27参照）

参加（登録）農家へ実施している栽培に係る営農指導は、「農薬等の残留基準規

制制度への対応」が50.1％で最も高く、次いで「地域特産物の栽培の推進」が

42.7％、「多品目（新規作物）栽培の推進」が34.5％となっている。（詳細は統計

表P26、P27参照）
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図16　地場農産物販売に当たっての課題（複数回答）

地場農産物の品目数、数量の確保

購入者の確保(新規購入者、リピーターの確保)

参加農家の確保

新たな商品・加工品の開発

産地直売所及び関連施設の整備・拡充

他の産地直売所との競合関係の改善

同一地域内の商店との競合関係の改善

その他

特になし

（％）
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図17　参加（登録）農家へ実施している栽培に係る営農指導（複数回答）

農薬等の残留基準規制制度
(ポジティブリスト制度)への対応

地域特産物の栽培の推進

多品目(新規作物)栽培の推進

高付加価値品(有機栽培品、
特別栽培品)栽培の推進

周年栽培の推進

その他の営農指導等

営農指導等はしていない

注：生産者の個々の運営（経営）の場合は、その生産者で取り組んでいる事項とした。
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５ 地場農産物取扱いの現状と今後の動向

３年前と比較した地場農産物の取扱数量は、「増えた」が39.4％で高く、「減っ

た」が24.5％となっている。

これを年間販売額規模別にみると、販売額規模が3,000万円以上の階層では「増

えた」が60％以上となっている。一方、1,000万円未満の階層では「減った」の割

合が20％以上となっている。（詳細は統計表P28参照）

３年後の地場農産物の取扱数量の増減意向については、「増やしたい」が63.5％

で高く、「現状維持」の30.4％を大きく上回っている。

これを年間販売額規模別にみると、販売額規模が3,000万円以上の階層では「増

やしたい」が80％以上となっている。一方、3,000万円未満の階層では「現状維

持」の割合が高くなっている。（詳細は統計表P28参照）
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図18　３年前と比較した地場農産物取扱数量の動向割合
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６ 前回調査（平成15年度値）結果との比較

(1) 年間販売額の動向

(2) 年間購入者数規模別の産地直売所数割合の動向

(3) 年間販売額規模別の産地直売所数割合の動向

年間購入者数規模別の産地直売所数割合の動向をみると、「５万人未満」の各

階層で減少し、「５万人以上」の各階層で増加している。

年間販売額規模別の産地直売所数割合の動向をみると、「１億円未満」の各階

層で減少し、「１億円以上」の各階層で増加している。

平成18年度の年間販売額（１産地直売所当たり平均）は8,870万円で、15年度

に比べ18.9％増となった。

年間販売額に占める産地別販売額の割合をみると、地場農産物が69.4％で15年

度に比べ5.6ポイント増、地場農産物を除く都道府県内産が8.7％で2.2ポイント

増となった。

◆平成15年度値は、設置主体が市区町村、第３セクター及び農協の農産物産地直売所(2,982ヶ所

　（回答数2,374))の調査結果である。

◆平成18年度値については、平成15年度と比較するために、平成18年度結果から運営（経営）主

　体機関が市区町村、第３セクター、農協及び農協（女性部・青年部）の産地直売所を抽出して

　組替集計した結果である。

注：図中の「不明」とは、産地別の判断ができなかった農産物及び農産物以外の販売額をいう。
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